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平成２１年度
所 在 地企 業 名

徳島市蔵本元町社会福祉法人梅の花保育園１
徳島市城東町医療法人養生園（田岡東病院）２
徳島市津田本町株式会社サンエックス情報システム３
阿波市市場町四国部品株式会社４
徳島市佐古五番町さくら社会保険労務士法人５
大阪府大阪市大和リース株式会社６
東京都新宿区株式会社テレネット７
徳島市南昭和町株式会社テック予備校８
徳島市問屋町協業組合徳島印刷センター９
三好市池田町社会福祉法人池田博愛会１０
阿南市橘町有限会社ヴォーク１１
徳島市沖浜コード株式会社１２
小松島市金磯町医療法人加藤会（小松島金磯病院）１３
勝浦郡勝浦町社会福祉法人勝寿会１４
板野郡北島町社会福祉法人めばえ会１５
徳島市中通町株式会社ネオビエント１６
徳島市佐古五番町さくら税理士法人１７

平成２２年度
所 在 地企 業 名

徳島市南田宮株式会社広沢自動車学校１
徳島市津田本町社会福祉法人金光福祉会２
徳島市東吉野町株式会社松本コンサルタント３
吉野川市鴨島町株式会社松島組４
三好市池田町中央電氣建設株式会社５

平成２３年度
所 在 地企 業 名

徳島市北矢三町株式会社ホームケアべんり堂１
鳴門市撫養町有限会社ひかりや商店２
吉野川市鴨島町有限会社真商事３
徳島市万代町徳島市農業協同組合４
徳島市東沖洲株式会社花由５
徳島市東山手町有限会社ファースト美容院６
阿波市吉野町株式会社阿北自動車教習所７
徳島市佐古株式会社レイル８
徳島市中洲町株式会社北島建設９
美馬市脇町三笠電気株式会社１０

平成２４年度
所 在 地企 業 名

吉野川市山川町田島テクニカ株式会社１
徳島市昭和町医療法人青志会 ２
徳島市春日税理士法人マスエージェント３
徳島市名東町医療法人栄寿会４
徳島市東沖洲株式会社齋藤鉄工所５
徳島市川島町株式会社ヨコタコーポレーション６
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◆出産後８週間以内の父親の育児休業の取得促進

◆労使協定による専業主婦（夫）除外規定の廃止

○介護休暇が新設されました（施行日 平成２２年６月３０日）

ただし、常時１００人以下の労働者を雇用する企業については、平成２４年７月１日から施行されています。

○法の実効性が確保されています（施行日 平成２１年９月３０日）
ただし、調停制度は、平成２２年４月１日から施行されています
◆苦情処理・紛争解決の援助・調停制度の仕組みの創設

◆企業名公表制度・過料の創設

○労働基準法
労働者（パートタイム労働者を含む）を使用するすべての事業場に適用されます。
妊産婦の危険有害業務の就業制限、変形労働時間制の適用制限、時間外労働・休日労働・深夜業の制限、妊婦の軽
易な業務への転換、産前・産後休業期間及びその後３０日間の解雇の禁止、産後の育児時間等がこの法律で規定されて
います。
○男女雇用機会均等法

妊娠中及び産後の妊産婦の健康管理、女性労働者の婚姻・妊娠・出産等を理由とした解雇やその他不利益取扱いの
禁止等がこの法律で規定されています。
○育児・介護休業法

労働者の育児休業、子の看護休暇、勤務時間短縮等の措置等についてこの法律で規定されています。育児休業・子
の看護休暇等の申請・取得を理由とした解雇、あるいは不利益扱いを禁止しています。
○次世代育成支援対策推進法

急速な少子化の流れを変えるため、地方公共団体が地域行動計画を策定・公表するとともに、企業においても、従
業員数に応じて、従業員の仕事と子育ての両立を支援するための一般事業主行動計画を策定し、都道府県労働局にそ
の旨を届け出ることが義務づけられています。

労働者の権利を守る仕事と子育ての両立支援に関する法律

育児休業を取得した場合、配
偶者の死亡等の特別な事情が
ない限り、再度取得できない。

配偶者の出産後８週間以内に父親が育児休業を取得し
た場合には、特別な事情がなくても、再度取得することが
できる。

➡

労使協定により配偶者が専業主婦（夫）や育児休業中である場合等に育児休業の対象外にできると
いう規定が廃止され、これらの労働者も育児休業を取得できる。

労働者が申し出れば、次の日数の介護休暇を取得できる。
要介護状態（※１）の対象家族（※２）１人…………年５日

２人以上……年１０日
※１ 要介護状態…負傷、疾病または身体上・精神上の障害により、２週間以上の期間にわたり常時介護を必要とする状態
※２ 対象家族…配偶者（事実婚も含む）、父母、子、配偶者の父母、同居しかつ扶養している祖父母、兄弟姉妹、孫

法違反に対する勧告に従わない場合は、企業名の公表の対象となる。

労働者と事業主は、育児休業の取得等に伴う労使間の紛争等について、次の制度を利用することができます。
①都道府県労働局長による紛争解決の援助（助言、指導、勧告）
②調停委員による調停

❶
厚生労働大臣から報告を求められた場合に報告せず、または虚偽の報告をした事業主には、

過料（２０万円以下）が課せられる。❷

改 正 前 改 正 後


















